
 
「地籍フォーマット２０００の⼿引き（令和 5 年 3 ⽉）」の訂正について 

 
 令和 5 年 3 ⽉ 20 ⽇に刊⾏しました「地籍フォーマット２０００の⼿引き」の第８章（142 ⾴〜
145 ⾴）は、（公社）全国国⼟調査協会出版の「地籍調査事業費積算基準書 2022 年 4 ⽉ 1 ⽇版」
より転載していますが、出典元の明⽰を怠っていました。 
 すでに発送済のものについては訂正⽤シールを送付いたしますので、お⼿数ですが、下図の場
所等に貼付をお願いいたします。 
 今後はこのようなことの無いよう、再発防⽌に努めてまいりますので、よろしくお願い申し上
げます。 
 
 
 
 
第８章 数値情報化の積算基準 
  この積算基準は、地籍調査事業における数値情報化に適⽤するものである。 
 
１．経費の構成 
                        直接経費      数値情報化経費 
                直接経費    （税抜）      打合せ 
                                  諸経費 
  数値情報化の実施経費            消費税相当額 
 
                        附帯経費（税抜） 
                附帯経費 
                        消費税相当額 
２．算定⽅法 
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                     ・ 
                     ・ 
                     ・ 
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または、145 ⾴最下段の余⽩部分に貼付、など 
 

第 8 章（142p～145p）は、（公社）全国国土調査協会出版の

「地籍調査事業積算基準書 2022 年 4 月 1 日版」より転載 


